
広島県流域下水道事業決算書



令和 6年度広島県流域下水道事業決算報告書 

（1）収益的収入及び支出 

 収    入  

区     分 

予        算        額 

決  算  額 

予算額に比べ 

 

決算額の増減 

備    考 当   初 

 

予 算 額 

補   正 

 

予 算 額 

地方公営企業法第

24条第3項の規定

による支出額に係

る 財 源 充 当 額 

合    計 

 円 円 円 円 円 円  

第 1款  
流域下水道事

業収益 
10,369,814,000 △466,883,000 0 9,902,931,000 9,589,842,625 △313,088,375  

 第 1項 営 業 収 益 6,903,010,000 △511,869,000 0 6,391,141,000 6,038,690,194 △352,450,806 
(うち、仮受消費税及び地方消費税 

       468,590,903円） 

 第 2項 営業外収益 3,466,804,000 △6,685,000 0 3,460,119,000 3,499,517,038 39,398,038 
(うち、仮受消費税及び地方消費税 

        324,233円） 

 第 3項 特 別 利 益 0 51,671,000 0 51,671,000 51,635,393 △35,607  

支        出 

区     分 

予        算        額 

決算額 

地方公営企

業法第 2 6

条第 2 項の

規定による 

繰 越 額 

不用額 備 考 当 初 

 

予算額 

補 正 

 

予算額 

予備費 

 

支出額 

流 用 

 

増減額 

地方公営

企業法第

24 条第 3

項の規定

に よ る 

支 出 額 

小 計 

地方公営

企業法第

26 条第 2

項の規定

に よ る 

繰 越 額 

合 計 

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円  

第 1 款 
流域下水道事

業費用 
10,361, 

134,000 

△487, 

092,000 
0 0 0 

9,874, 

042,000 
0 

9,874, 

042,000 

9,485, 

773,709 
0 

388, 

268,291 
 



区    分 

予        算        額 

決算額 

地方公営企

業法第26条

第 2 項の規

定 に よ る 

繰 越 額 

不用額 備  考 当 初 

 

予算額 

補 正 

 

予算額 

予備費 

 

支出額 

流 用 

 

増減額 

地方公営

企業法第

24 条第 3

項の規定

に よ る 

支 出 額 

小 計 

地方公営

企業法第

26 条第 2

項の規定

に よ る 

繰 越 額 

合 計 

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円  

 第 1 項 営 業 費 用 
10,165, 

346,000 

△522, 

402,000 
0 0 0 

9,642, 

944,000 
0 

9,642, 

944,000 

9,282, 

068,948 
0 

360, 

875,052 

(うち、仮払消費税

及び地方消費税 

461,699,148円） 

 第 2項 営業外費用 
192, 

788,000 
1,688,000 0 0 0 

194, 

476,000 
0 

194, 

476,000 

170, 

083,605 
0 

24, 

392,395 
 

 

第 3項 特 別 損 失 0 
33, 

622,000 
0 0 0 

33, 

622,000 
0 

33, 

622,000 

33, 

621,156 
0 844  

 第 4項 予 備 費 
3, 

000,000 
0 0 0 0 

3, 

000,000 
0 

3, 

000,000 
0 0 

3, 

000,000 
 

 

 

 

（2）資本的収入及び支出 
 

収    入 
 

区     分 

予        算        額 

決 算 額 

予 算 額 に 
 

比 べ 決 算 
 

額 の 増 減 

備  考 当   初 

 

予 算 額 

補   正 

 

予 算 額 

小   計 

 

地方公営企業

法第 26 条の規

定による繰越

額に係る財源

充 当 額 

継続費逓次繰 
 

越額に係る財 
 

源 充 当 額 

合   計 

 円 円 円 円 円 円 円 円  

第 1款 資 本 的収 入       
4,061 

426,000 

△771, 

215,000 

3,290, 

211,000 
441,533,083 0 

3,731, 

744,083 

2,608, 

242,573 

△1,123, 

501,510 
 

第 1 項 企 業 債 
1,020, 

900,000 

△185, 

300,000 
835,600,000 109,400,000 0 945,000,000 607,500,000 

△337, 

500,000 
 



区     分 

予        算        額 

決 算 額 

予 算 額 に 
 

比 べ 決 算 
 

額 の 増 減 

備  考 当   初 

 

予 算 額 

補   正 

 

予 算 額 

小   計 

 

地方公営企業

法第 26 条の規

定による繰越

額に係る財源

充 当 額 

継続費逓次繰 
 

越額に係る財 
 

源 充 当 額 

合   計 

  円 円 円 円 円 円 円 円  

第 2 項 補 助 金 
2,181, 

678,000 

△419, 

775,000 

1,761, 

903,000 
222,533,166 0 

1,984, 

436,166 

1,481, 

015,725 

△503, 

420,441 
 

第 3 項 工事負担金 858,847,000 
△166, 

140,000 
692,707,000 109,599,917 0 802,306,917 519,690,426 

△282, 

616,491 

(うち、仮受消費税及び 

地方消費税 

  47,244,571円） 

第 4 項 関 連 収 入 1,000 0 1,000 0 0 1,000 36,422 35,422  

 

 

支    出 

 

 

 

区     分 

予        算        額 

決算額 

翌年度繰越額 

不用額 備 考 当 初 

 

予算額 

補 正 

 

予算額 

流 用 

 

増減額 

小 計 

地方公営
企業法第
26 条の規
定による
繰 越 額 

継 続 費

逓 次 繰

越 額 

合 計 

地方公営
企業法第
26 条の規
定による
繰 越 額 

継 続 費 

逓 次 繰 

越 額 

合 計 

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円  

第 1款 資 本 的支 出       
4,891, 

651,000 

△777, 

209,000 
0 

4,114, 

442,000 

441, 

733,000 
0 

4,556, 

175,000 

3,488, 

537,265 

1,025, 

739,400 
0 

1,025, 

739,400 

41, 

898,335 
 



区     分 

予        算        額 

決算額 

翌年度繰越額 

不用額 備 考 当 初 

 

予算額 

補 正 

 

予算額 

流 用 

 

増減額 

小 計 

地方公営
企業法第
26 条の規
定による
繰 越 額 

継 続 費

逓 次 繰

越 額 

合 計 

地方公営
企業法第
26 条の規
定による
繰 越 額 

継 続 費 

逓 次 繰 

越 額 

合 計 

  円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円  

第 1 項 建設改良費 
3,701, 

816,000 

△777, 

209,000 
0 

2,924, 

607,000 

441, 

733,000 
0 

3,366, 

340,000 

2,298, 

703,859 

1,025, 

739,400 
0 

1,025, 

739,400 

41, 

896,741 

(うち、仮払消費税 

及び地方消費税 

199,445,892円） 

第 2 項 
企業債償還

金 

1,189, 

835,000 
0 0 

1,189, 

835,000 
0 0 

1,189, 

835,000 

1,189 

833,406 
0 0 0 1,594  

 

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 880,294,692 円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 30,712,726 円、過年度分損益勘定留保資

金 447,859,952円及び当年度分損益勘定留保資金 401,722,014円で補填した。 

 

 



（単位　円）

1

(1)

(2)

(3)

(4)

2

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

3

(1)

(2)

他 会 計 補 助 金 822,267,253

8,820,369,800資 産 減 耗 費 23,389,076

3,250,270,509

受 取 利 息 及 び 配 当 金 3,438,816

総 係 費 117,483,674

営 業 外 収 益

営 業 収 益

営 業 費 用

4,601,876,927

24,441,644

減 価 償 却 費 4,053,178,479

158,884,939他 会 計 補 助 金

令和6年度広島県流域下水道事業損益計算書

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

24,523,382

165,102,238 5,570,099,291

営 業 損 失

そ の 他 営 業 収 益

受 託 事 業 費

負 担 金 4,558,206,418

管渠、ポンプ場及び処理場費

受 託 事 業 収 益



(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

4

(1)

(2)

5

(1)

6

(1)

退職給付引当金戻入益

補 助 金

3,264,110,281

経 常 利 益

3,477,776,068

51,635,393 51,635,393

18,014,23733,621,156

前年度繰越利益剰余金

長 期 前 受 金 戻 入

支払利息及び企業債取扱諸費 168,967,761

過 年 度 損 益 修 正 益

172,163,595

過 年 度 損 益 修 正 損

3,195,834

特 別 損 失

特 別 利 益

当年度未処分利益剰余金

当 年 度 純 利 益

16,779,199

8,937,124負 担 金

雑 支 出

雑 収 益

営 業 外 費 用

22,871,200

459,023,974

73,356,201

385,667,773

55,341,964

2,754,509

33,621,156

3,305,612,473



受 贈 財 産
評 価 額

補 助 金
工 事
負 担 金

資 本 剰 余
金 合 計

未 処 分 利 益
剰 余 金

利 益 剰 余
金 合 計

11, 19, 9, 28, 40,
404,409,265 273,645,853 115,954,058 389,599,912 179,676,950

 （繰越利益剰余金）

11, 19, 9, 28, 40,
404,409,265 273,645,853 115,954,058 389,599,912 179,676,950

 (当年度未処分利益剰余金)

11, 19, 9, 28, 40,
404,409,265 273,645,853 115,954,058 389,599,912 253,033,151

0 0

385,667,773 385,667,773

令和6年度広島県流域下水道事業剰余金計算書

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

（単位　円）   

資 本 金

剰　余　金

資 本 合 計
資本剰余金 利益剰余金

前 年 度 末 残 高 1 385,667,773 385,667,773

前 年 度 処 分 額 0 0 0 0 0 0

処 分 後 残 高 1

当 年 度 変 動 額 0 0 0 0 0 73,356,201 73,356,201 73,356,201

73,356,201当 年 度 純 利 益 0 0 0 0

459,023,974 459,023,974

0 73,356,201 73,356,201

当 年 度 末 残 高
1



（単位　円）　

11,404,409,265 28,389,599,912 459,023,974

0 0 0

11,404,409,265 28,389,599,912 459,023,974

（繰越利益剰余金）

令和6年度広島県流域下水道事業剰余金処分計算書

資　本　金 資本剰余金 未処分利益剰余金

当 年 度 末 残 高

議 会 の 議 決 に よ る 処 分 額

処 分 後 残 高



（単位　円）

1

(1)

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

(2)

令和6年度広島県流域下水道事業貸借対照表

　（令和7年3月31日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地 36,470,016,214

建 物 7,451,110,072

建 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 1,370,847,737 6,080,262,335

構 築 物 72,588,186,867

構築物減価償却累計額 △ 14,492,178,875 58,096,007,992

機 械 及 び 装 置 22,965,953,588

機械及び装置減価償却累計額 △ 8,915,708,373 14,050,245,215

車 両 運 搬 具 40,975

工 具 、 器 具 及 び 備 品 1,530,409

建 設 仮 勘 定 3,838,406,160

有 形 固 定 資 産 合 計 118,536,509,300

無 形 固 定 資 産



ア

(3)

ア

2

(1)

(2)

3

(1)

ア
てるための企業債

電 話 加 入 権 1,908,000

無 形 固 定 資 産 合 計 1,908,000

投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金 39,500,000

投資その他の資産合計 39,500,000

固 定 資 産 合 計 118,577,917,300

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金 2,901,491,056

未 収 金 366,153,969

流 動 資 産 合 計 3,267,645,025

資 産 合 計 121,845,562,325

負 　債 　の 　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に充 10,905,528,973

企 業 債 合 計 10,905,528,973



(2)

ア

4

(1)

ア
てるための企業債

(2)

(3)

ア

(4)

ア

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金 276,010,993

引 当 金 合 計 276,010,993

固 定 負 債 合 計 11,181,539,966

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に充 1,106,042,009

企 業 債 合 計 1,106,042,009

未 払 金 2,087,998,879

引 当 金

賞 与 引 当 金 12,330,000

引 当 金 合 計 12,330,000

そ の 他 流 動 負 債

預 り 金 39,813,521

そ の 他 流 動 負 債 合 計 39,813,521

流 動 負 債 合 計 3,246,184,409



5

(1)

6

(1)

ア

7

(1)

ア

イ

ウ

(2)

ア

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 86,937,853,189

長期前受金収益化累計額 △ 19,773,048,390

繰 延 収 益 合 計 67,164,804,799

負 債 合 計 81,592,529,174

資 　本 　の 　部

資 本 金

資 本 金

固 有 資 本 金 11,404,409,265

資 本 金 合 計 11,404,409,265

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額 1

補 助 金 19,273,645,853

工 事 負 担 金 9,115,954,058

資 本 剰 余 金 合 計 28,389,599,912

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金 459,023,974



負 債 資 本 合 計 121,845,562,325

利 益 剰 余 金 合 計 459,023,974

剰 余 金 合 計 28,848,623,886

資 本 合 計 40,253,033,151



1 重要な会計方針

(1) 固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産

(ｱ) 減価償却の方法　定額法

(ｲ) 主な耐用年数

建物　　　　　　　　8年から50年

構築物　　　　　　　10年から50年

機械及び装置　　　　6年から50年

(2) 引当金の計上方法

ア 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する額を計上している。

イ 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれら手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額等に基づき、

当年度の負担に属する額を計上している。

(3) 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっている。なお、控除対象外消費税については、当年度の費用として処理している。

ただし、資産に係る控除対象外消費税については、長期前受金勘定と相殺している。

2 貸借対照表等関連

(1) 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（1年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、

3,910,166,675円である。

令和6年度広島県流域下水道事業決算に関する注記



3 セグメント情報の開示

(1) 報告セグメントの概要

流域下水道事業会計は、太田川流域下水道事業、芦田川流域下水道事業及び沼田川流域下水道事業を運営しており、各事業で運営方針を

決定していることから、これらの事業を報告セグメントとしている。なお、各事業とも流域下水道の業務を行っている。

(2) 報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　令和6年4月1日　至　令和7年3月31日） （単位　円）

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

一般会計繰入金

減価償却費

特別利益

特別損失

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

197,643,336

4,289,916 29,331,240 33,621,156

590,282,155 1,311,296,054 2,099,221,545

8,274,033 19,169,322 24,192,038 51,635,393

0

506,072,445 561,814,111 245,542,535 1,313,429,091

1,658,166,679 1,758,369,492 636,642,308 4,053,178,479

61,044,614,942 41,057,848,529 19,743,098,854 121,845,562,325

30,851,912,172 35,509,182,531 15,231,434,471 81,592,529,174

△ 1,311,149,385 △ 1,429,110,030 △ 510,011,094 △ 3,250,270,509

78,466,374 △ 24,204,902 1,080,492 55,341,964

2,490,736,450 2,192,146,138 887,216,703 5,570,099,291

3,801,885,835 3,621,256,168 1,397,227,797 8,820,369,800

区 分
太 田 川 流 域 芦 田 川 流 域 沼 田 川 流 域

合 計
下 水 道 事 業 下 水 道 事 業 下 水 道 事 業



4 リース契約により使用する固定資産

(1) リース会計に係る特例措置

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

(2) 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

1 年内　　　   　266,400円

1 年超           821,400円

  計　　 　       8,379,891円 　        1,087,800円

5 その他

(1) 引当金の取崩し

ア 退職給付引当金の取崩し

退職給付引当金 1,617,916円は、当年度において、退職手当を支給するため取り崩した。

イ 賞与引当金の取崩し

賞与引当金 12,113,000円は、期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれら手当に係る法定福利費の支出をするため、取り崩した。

(2) 令和5年度広島県公営企業決算書及び附属書の訂正

ア 資本的収入及び支出

　　　　　　　　　当年度末現在未償還額第4項関連収入
　予算額に比べ決算額の増減

イ 企業債及び借入金の概況

株式会社広島銀行　当年度償還額

　　　　　　　　　当年度末現在未償還額

広島信用金庫　　　当年度償還額

　　　　　　　　　当年度末現在未償還額

23,675,000

1,684,160,000

1,628,000

1,897,686 1,896,686

第1款資本的収入

訂正前 訂正後

「資本的収入及び支出」及び「企業債及び借入金の概況」において、内容の表記に一部誤りがあることが判明したため、次のとおり訂正す
る。

39,072,000

25,303,000

1,682,532,000

0

40,700,000

訂正前 訂正後


